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１．中小企業・小規模事業者とは？

補助対象者補助対象者補助対象者補助対象者：中小企業者（以下の資本金または従業員数に適合）
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業種業種業種業種 資本金（以下）資本金（以下）資本金（以下）資本金（以下） 従業員数（以下）従業員数（以下）従業員数（以下）従業員数（以下）

製造・建設・運輸業 3億円 300人

卸売業 1億円 100人

サービス業 5,000万円 100人

小売業 5,000万円 50人

ソフトウェア・情報サー

ビス業

3億円 300人

旅館業 5,000万円 200人

小規模事業者業種小規模事業者業種小規模事業者業種小規模事業者業種 従業員数（以下）従業員数（以下）従業員数（以下）従業員数（以下）

製造業その他 20人

商業・サービス業 5人

（参考）税法上の中小企業（参考）税法上の中小企業（参考）税法上の中小企業（参考）税法上の中小企業

資本金 1億円以下



２．補助金とは？

 補助金とは、国や都道府県、市町村などの地方自治体が民間企業

のために支出する支援金（税金より支出）。

 事業所のある自治体に申請（内容、申請書も異なるので要注意）。事業所のある自治体に申請（内容、申請書も異なるので要注意）。事業所のある自治体に申請（内容、申請書も異なるので要注意）。事業所のある自治体に申請（内容、申請書も異なるので要注意）。

 返済義務はありません（今年度より業績により返済可能性あり）。

 毎年予算が決まっており、内容によって精査されます（毎年予算が決まっており、内容によって精査されます（毎年予算が決まっており、内容によって精査されます（毎年予算が決まっており、内容によって精査されます（例：ものづくり

補助金の採択率は採択率は採択率は採択率は40％前後％前後％前後％前後⇒次スライド参照）。

 事業計画等を提出するなど、補助金を使った投資等がどのように企事業計画等を提出するなど、補助金を使った投資等がどのように企事業計画等を提出するなど、補助金を使った投資等がどのように企事業計画等を提出するなど、補助金を使った投資等がどのように企

業業績や業界、社会に影響するかを訴える必要があります。業業績や業界、社会に影響するかを訴える必要があります。業業績や業界、社会に影響するかを訴える必要があります。業業績や業界、社会に影響するかを訴える必要があります。
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２．補助金とは？

 毎年申請期間が決まっていましたが、今後変更される可能性があり

ます。

 経済産業省関係が補助金、厚生労働省関係が助成金と呼ばれるが

場合が多いですが、助成金は資格要件を満たせば受けられることが

補助金とは大きく異なります。

 申請→採択→投資（自社のお金で）投資（自社のお金で）投資（自社のお金で）投資（自社のお金で）→投資を証明する書類の提出

→補助金入金
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ものづくり補助金の採択率推移
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年度年度年度年度 予算額予算額予算額予算額 公募期間公募期間公募期間公募期間 申請数申請数申請数申請数 採択数採択数採択数採択数 採択率採択率採択率採択率

H24年度補正 1,007億円 1次募集 3/15～4/15 12,045 4,904 40.7%

2次募集 6/10～7/10 11,926 5,612 47.1%

H25年度補正 1,400億円 1次募集 2/7～5/14 22,415 9,613 42.9%

2次募集 7/10～8/11 14,502 4,818 33.2%

H26年度補正 1,020億円 1次募集 2/13～5/8 17,128 7,253 42.3%

2次募集 6/25～8/5 13,350 5,881 44.0%

H27年度補正 1,007億円 1次募集 2/5～4/13 24,011 7,729 32.2%

2次募集 7/8～8/24 2,618 219 8.4%

H28年度補正 800億円 1次のみ 11/14～1/17 15,547 6,157 39.6%

H29年度補正 1,007億円 1次募集 2/28～4/27 17,275 9,518 55.2%

2次募集 8/3～9/10 6,355 2,417 38.9%

H30年補正 850億円 1次募集 2/18～5/8 14,927 7,468 50.0%

2次募集 8/19～9/20 5,876 2,063 35.1%



３．令和２年中小企業

支援予算

 令和元年12月に閣議決定し

た補正予算案は以下の経済

産業省のウェブサイトで見るこ

とができます。詳しさによって3

種類ありますので、お好きな資

料をご覧ください。

 https://www.meti.go.jp/main/
yosan/yosan_fy2019/hosei/

 右図は補正予算のポイントで

すが、次スライドからは中小企

業に大きく関係する部分をご

説明していきます。
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３－①補助金ーものづくり・小規模・ＩＴ導入

 中小企業生産性革命推進事業総予算：3,600億円（同：1,100億円）

 ものづくり補助金、小規模事業者持続化補助金、ＩＴ導入補助金は継続。
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 各補助金への

配分は不明。

 基金化による

複数年の予算複数年の予算複数年の予算複数年の予算。

 政府内で政府内で政府内で政府内での目の目の目の目

標達成率が厳標達成率が厳標達成率が厳標達成率が厳

格化格化格化格化。



３－②補助金ー事業承継補助金

 平成29年度より政府が継続している補助金です。

 事業承継のための補助金ではなく、承継後の経営改善のための補助事業承継のための補助金ではなく、承継後の経営改善のための補助事業承継のための補助金ではなく、承継後の経営改善のための補助事業承継のための補助金ではなく、承継後の経営改善のための補助

金金金金のため要注意。
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 昨年より補助

金上限が増え

ています。

 原則枠

経営者交代：

200⇒225万円
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２－③その他補助金
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 ＭＣ、レーサー加工機、射出成型機などの生産設備の対しての補助金
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４．ものづくり補助金①

 主旨主旨主旨主旨

 中小企業・小規模事業者等が今後複数年にわたり相次いで直面する制度変今後複数年にわたり相次いで直面する制度変今後複数年にわたり相次いで直面する制度変今後複数年にわたり相次いで直面する制度変

更更更更（働き方改革や被用者保険の適用拡大、賃上げ、インボイス導入等）等に等に等に等に

対応対応対応対応するため、中小企業・小規模事業者等が取り組む革新的サービス開発・革新的サービス開発・革新的サービス開発・革新的サービス開発・

試作品開発・生産プロセスの改善を行うための設備投資試作品開発・生産プロセスの改善を行うための設備投資試作品開発・生産プロセスの改善を行うための設備投資試作品開発・生産プロセスの改善を行うための設備投資等、及び一定数以

上の中小企業・小規模事業者の新規ビジネスモデルの構築を支援するプロ

グラムの経費の一部を補助することにより、中小企業・小規模事業者等の生生生生

産性向上を図る産性向上を図る産性向上を図る産性向上を図る。

 政策の方向性政策の方向性政策の方向性政策の方向性

・賃金の増加

・雇用の増加

・ＧＤＰの増加⇒付加価値の増加⇒営業利益＋人件費＋減価償却費（投資）
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４．ものづくり補助金②

 公募期間公募期間公募期間公募期間

受付開始 2020年3月～4月と推定

受付締切 ？？（3カ月ごとに採択発表？）

 補助対象者補助対象者補助対象者補助対象者：中小企業者（以下の資本金または従業員数に適合）
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業種業種業種業種 資本金（以下）資本金（以下）資本金（以下）資本金（以下） 従業員数（以下）従業員数（以下）従業員数（以下）従業員数（以下）

製造・建設・運輸業 3億円 300人

卸売業 1億円 100人

サービス業 5000万円 100人

小売業 5000万円 50人

ソフトウェア・情報

サービス業

3億円 300人

旅館業 5000万円 200人

小規模事業者小規模事業者小規模事業者小規模事業者

業種業種業種業種

従業員数（以従業員数（以従業員数（以従業員数（以

下）下）下）下）

製造業その他 20人

商業・サービ

ス業

5人

（参考）税法上の中小企業（参考）税法上の中小企業（参考）税法上の中小企業（参考）税法上の中小企業

資本金1億円以下



４．ものづくり補助金③

 補助補助補助補助内容内容内容内容

copyright©2019 nomoto partners all right reserved
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タイプタイプタイプタイプ

補助上限額補助上限額補助上限額補助上限額

（下限額）（下限額）（下限額）（下限額）

補助率補助率補助率補助率

一般型一般型一般型一般型 新製品・新サービス開発、生産プロセスの新製品・新サービス開発、生産プロセスの新製品・新サービス開発、生産プロセスの新製品・新サービス開発、生産プロセスの

改善に必要な設備投資及び試作開発を支改善に必要な設備投資及び試作開発を支改善に必要な設備投資及び試作開発を支改善に必要な設備投資及び試作開発を支

援援援援

1,000万円万円万円万円
（（（（100万円）万円）万円）万円）

中小企業中小企業中小企業中小企業

2分の分の分の分の1

小規模小規模小規模小規模

3分の分の分の分の2
グローバル

型

海外事業（海外拠点での活動含）の拡大・

強化を目的とした設備投資等の場合、補

助上限額を引き上げ

3,000万円
（100万円）

ビジネスモ

デル構築型

中小企業30社以上のビジネスモデルの構

築、事業計画策定のための面的支援プロ

グラムを補助（例：面的デジタル化支援、

デジタルキャンプ、ロボット導入ＦＳ等）

1億円
（100万円）

支援者

定額補助



４．ものづくり補助金④

 採択予定数と公募時期・採択発表採択予定数と公募時期・採択発表採択予定数と公募時期・採択発表採択予定数と公募時期・採択発表

（1）採択予定数：約3万件（3年間）

2019年実績（1次＋2次） 申請数 20,803件 採択数 9,531件

（2）公募時期：できるだけ早く

（3）採択発表：複数回で3カ月ごと程度で採択発表
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４．ものづくり補助金⑤

 基本要件基本要件基本要件基本要件

（1）「中小サービス事業者の生産性向上のためのサービスガイドライン」「中小サービス事業者の生産性向上のためのサービスガイドライン」「中小サービス事業者の生産性向上のためのサービスガイドライン」「中小サービス事業者の生産性向上のためのサービスガイドライン」

（2）「中小ものづくり高度化法」「中小ものづくり高度化法」「中小ものづくり高度化法」「中小ものづくり高度化法」に基づく特定12分野
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付加価値の付加価値の付加価値の付加価値の

向上向上向上向上

・誰に・誰に・誰に・誰に

・何を・何を・何を・何を

・どうやって・どうやって・どうやって・どうやって

新規顧客層への展開 商圏の拡大

独自性・独創性の発揮 ブランド力の強化 顧客満足度の向上

価値や品質の見える化 機能分化・連携 IT利活用

効率の向上効率の向上効率の向上効率の向上 サービス提供プロセスの改善 IT利活用

デザイン 情報処理 精密加工 製造環境

接合・実装 立体造形 表面処理 機械制御

複合・新機能材料 材料製造プロセス バイオ 測定計測



４．ものづくり補助金⑥

 申請要件申請要件申請要件申請要件

（1）以下の要件を満たす3～～～～5年の事業計画年の事業計画年の事業計画年の事業計画を策定し、従業員に表明し

ていること。

（2）だたし、申請締め切り前申請締め切り前申請締め切り前申請締め切り前10カ月以内カ月以内カ月以内カ月以内に、同一事業（令和元年補正予

算ものづくり補助金）の採択決定及び交付決定を受けていない。

①事業計画期間において、給与支給額を年率平均給与支給額を年率平均給与支給額を年率平均給与支給額を年率平均1.5％以上増加％以上増加％以上増加％以上増加

（被用者保険の適用拡大の対象となる企業が制度改革に先立ち

任意適用する場合は年率平均1％以上）

②事業計画期間において、事業場内最低賃金（事業者内で最も安い事業場内最低賃金（事業者内で最も安い事業場内最低賃金（事業者内で最も安い事業場内最低賃金（事業者内で最も安い

賃金）賃金）賃金）賃金）を地域最低賃金＋地域最低賃金＋地域最低賃金＋地域最低賃金＋30円以上円以上円以上円以上の水準にする

③事業計画期間において、事業者全体の付加価値額事業者全体の付加価値額事業者全体の付加価値額事業者全体の付加価値額を年率平均年率平均年率平均年率平均

3％増加％増加％増加％増加（付加価値額＝営業利益＋人件費＋減価償却費）

copyright©2019 nomoto partners all right reserved
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４．ものづくり補助金⑦

 加点要件（複数の加点はできません）加点要件（複数の加点はできません）加点要件（複数の加点はできません）加点要件（複数の加点はできません）

（1）成長性加点成長性加点成長性加点成長性加点：有効な期間の経営革新計画経営革新計画経営革新計画経営革新計画の承認を取得

（2）政策加点政策加点政策加点政策加点：①小規模事業者小規模事業者小規模事業者小規模事業者

②創業・第二創業間もない企業（創業・第二創業間もない企業（創業・第二創業間もない企業（創業・第二創業間もない企業（5年以内）年以内）年以内）年以内）

（3）災害加点災害加点災害加点災害加点：①昨年の激甚災害（台風激甚災害（台風激甚災害（台風激甚災害（台風15、、、、19、、、、20、、、、21号）指定地域号）指定地域号）指定地域号）指定地域

の被災事業者の被災事業者の被災事業者の被災事業者

②有効な期間の事業継続力強化計画事業継続力強化計画事業継続力強化計画事業継続力強化計画の認定（申請中含む）を取得

（4）賃上げ加点賃上げ加点賃上げ加点賃上げ加点：事業計画期間において、①給与支給総額を年率平均給与支給総額を年率平均給与支給総額を年率平均給与支給総額を年率平均

2％又は％又は％又は％又は3％以上増加％以上増加％以上増加％以上増加させる計画を有し、並びに事業場内事業場内事業場内事業場内最低最低最低最低賃金賃金賃金賃金

を地域最低賃金＋を地域最低賃金＋を地域最低賃金＋を地域最低賃金＋60円、又は円、又は円、又は円、又は90円以上円以上円以上円以上の水準にする計画を有し、

従業員に表明（賃金の引き上げ額により段階的に加点）

②被用者保険の適用拡大被用者保険の適用拡大被用者保険の適用拡大被用者保険の適用拡大の対象となる企業で制度改革に先立ち

任意適用に取り組む任意適用に取り組む任意適用に取り組む任意適用に取り組む場合

copyright©2019 nomoto partners all right reserved
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４．ものづくり補助金⑧

 経営経営経営経営革新計画（都道府県によって申請先が異なります）革新計画（都道府県によって申請先が異なります）革新計画（都道府県によって申請先が異なります）革新計画（都道府県によって申請先が異なります）

（1） 中小企業が「新事業活動」に取り組み、「経営「経営「経営「経営の相当の相当の相当の相当程度の向上程度の向上程度の向上程度の向上」」」」

を図ることを目的に策定する中期的な経営計画書です。

計画策定を通して現状の課題や目標が明確になるなどの効果が

期待できるほか、国や都道府県に計画が承認されると様々様々様々様々なななな

支援支援支援支援策の対象策の対象策の対象策の対象となります。

（2）経営の相当程度の向上と様々な支援策

http://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.jp/chushou/shoko/keiei/kakushin/
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４．ものづくり補助金⑨

 事業継続力強化計画事業継続力強化計画事業継続力強化計画事業継続力強化計画

 https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/antei/bousai/keizokuryoku.htm

（1） 中小企業が策定した防災・減災の事前対策に関する計画を防災・減災の事前対策に関する計画を防災・減災の事前対策に関する計画を防災・減災の事前対策に関する計画を経済経済経済経済

産業産業産業産業大臣が認定大臣が認定大臣が認定大臣が認定する制度です。認定を受けた中小企業は、税制税制税制税制

優遇や優遇や優遇や優遇や金融支援、補助金の加点金融支援、補助金の加点金融支援、補助金の加点金融支援、補助金の加点などの支援策が受けられます。

（2）記載項目と支援策
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４．ものづくり補助金⑩

 減点減点減点減点要件要件要件要件

（1） 申請時点において、過去3年間に、類似の補助金（平成28年度～

令和元年度ものづくり補助金）の交付を受けた場合

 実効性担保（補助金返金の条件ー一部、もしくは全額）実効性担保（補助金返金の条件ー一部、もしくは全額）実効性担保（補助金返金の条件ー一部、もしくは全額）実効性担保（補助金返金の条件ー一部、もしくは全額）

（1）申請時点で、申請要件を満たす賃金引上げ計画を従業員に表明し

ていなかったことが交付後に発覚した場合

（2）事業計画終了時に、給与支給総額の年率平均1.5％以上増加目標

が達成できていない場合。ただし、付加価値額が目標通りに伸びな

かった場合など救済処置あり。

（3）事業計画の毎期終了時点において、事業場内最低賃金の増加目標

が達成できていない場合。ただし、付加価値が目標に達成品場合や

天災などの場合は救済処置あり。
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４．ものづくり補助金⑪

 全体の流れ全体の流れ全体の流れ全体の流れ
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４．ものづくり補助金⑫
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スケジュール（前回までの流れ）スケジュール（前回までの流れ）スケジュール（前回までの流れ）スケジュール（前回までの流れ）

①事業計画申請書作成

②事業計画申請書を認定支援機関に確認してもらう

③③③③Jグランツにて事業計画申請（事前にグランツにて事業計画申請（事前にグランツにて事業計画申請（事前にグランツにて事業計画申請（事前にgBizプライムでＩＤ、ＰＷを取得）プライムでＩＤ、ＰＷを取得）プライムでＩＤ、ＰＷを取得）プライムでＩＤ、ＰＷを取得）

④採択決定④採択決定④採択決定④採択決定⇒連絡⇒見積もり、納入スケジュール決定

⑤交付申請⑤交付申請⑤交付申請⑤交付申請

⑥交付決定⑥交付決定⑥交付決定⑥交付決定⇒連絡

⑦機械等正式発注

⑧機械等納入、検収⇒稼働開始

⑨機械等代金支払い

⑩実績報告①⑩実績報告①⑩実績報告①⑩実績報告①

⑪確認検査⇒交付金の決定

⑫補助金請求⑫補助金請求⑫補助金請求⑫補助金請求⇒⇒⇒⇒支払い支払い支払い支払い

⑬実績報告②～⑦（今後5年間）



４．ものづくり補助金⑬

 申請申請申請申請方法方法方法方法

 Ｊグランツ：経済産業省が作成した補助金電子申請システム

 https://jgrants.go.jp/

 申請の流れ

 https://gbiz-id.go.jp/top/
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①

gBizプライ

ムでＩＤとパ

スワードを

申請

②

gBizプライ

ムでＩＤとパ

スワードを

取得2～3
週間

申請書、印鑑

証明書を郵

送

③

取得したＩＤ

とパスワー

ドでＪグラン

ツにログイ

ン



４．ものづくり補助金⑭ー未発表

 事業計画事業計画事業計画事業計画申請書作成時のポイント申請書作成時のポイント申請書作成時のポイント申請書作成時のポイント

1．．．．補助金事業の目的に合わせる補助金事業の目的に合わせる補助金事業の目的に合わせる補助金事業の目的に合わせる

中小企業・小規模事業者等が今後複数年にわたり相次いで直面する制度変更今後複数年にわたり相次いで直面する制度変更今後複数年にわたり相次いで直面する制度変更今後複数年にわたり相次いで直面する制度変更（働き方

改革や被用者保険の適用拡大、賃上げ、インボイス導入等）等に対応等に対応等に対応等に対応するため、中小

企業・小規模事業者等が取り組む革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセスの革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセスの革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセスの革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセスの

改善を行うための設備投資改善を行うための設備投資改善を行うための設備投資改善を行うための設備投資等、及び一定数以上の中小企業・小規模事業者の新規ビ

ジネスモデルの構築を支援するプログラムの経費の一部を補助することにより、中小企

業・小規模事業者等の生産性向上を生産性向上を生産性向上を生産性向上を図る図る図る図る。

2．．．．新しい事業として成立させるための要素を入れる新しい事業として成立させるための要素を入れる新しい事業として成立させるための要素を入れる新しい事業として成立させるための要素を入れる
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現在の現在の現在の現在の

事業事業事業事業

課題

自社、顧

客、社会

新事業製品・新事業製品・新事業製品・新事業製品・

サービス）サービス）サービス）サービス）

で解決！！で解決！！で解決！！で解決！！

1．革新性
2．優位性
3．市場性

4．実行可能性
5．収支・採算性

設備購入設備購入設備購入設備購入



２．ものづくり補助金⑮ー未発表

 対象外と対象外と対象外と対象外となる事業計画（注意が必要な物のみ）なる事業計画（注意が必要な物のみ）なる事業計画（注意が必要な物のみ）なる事業計画（注意が必要な物のみ）

1. 事業の主たる課題の解決そのものを外注又は委託する事業事業の主たる課題の解決そのものを外注又は委託する事業事業の主たる課題の解決そのものを外注又は委託する事業事業の主たる課題の解決そのものを外注又は委託する事業

2. 試作品等の製試作品等の製試作品等の製試作品等の製造造造造・・・・開開開開発の全てを発の全てを発の全てを発の全てを他他他他社に委託し、企画社に委託し、企画社に委託し、企画社に委託し、企画だけだけだけだけをををを行行行行う事業う事業う事業う事業

3. テーマや事業内容から判断し、同一又は類似内容の事業であり、国

（独立行刑法人含む）が助成する他の制度（補助金、委託費等）と重複

する事業

 対事業にお対事業にお対事業にお対事業におけけけけるるるる留留留留意点（認め意点（認め意点（認め意点（認めらららられない場合）れない場合）れない場合）れない場合）

1. 複数の企業か複数の企業か複数の企業か複数の企業から同ら同ら同ら同一、一、一、一、極極極極めてめてめてめて類似類似類似類似のののの応応応応募申請があった場合（採択さ募申請があった場合（採択さ募申請があった場合（採択さ募申請があった場合（採択さ

れないれないれないれない可能可能可能可能性あり）性あり）性あり）性あり）

2. 必要書類が添付されていない場合（特に加点項目、補助率アップ）
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４．ものづくり補助金⑯ー未発表

 その他注意点その他注意点その他注意点その他注意点

1. 必ず設備等の投資（購入、導入）が必要になります（単価必ず設備等の投資（購入、導入）が必要になります（単価必ず設備等の投資（購入、導入）が必要になります（単価必ず設備等の投資（購入、導入）が必要になります（単価50
万円以上）。万円以上）。万円以上）。万円以上）。

2. 設備投資以外の費用に関しては制限があります。

3. 交付決定日前、実施期間後の発注、購入、納品、支払いは対交付決定日前、実施期間後の発注、購入、納品、支払いは対交付決定日前、実施期間後の発注、購入、納品、支払いは対交付決定日前、実施期間後の発注、購入、納品、支払いは対

象外です。象外です。象外です。象外です。

4. 実施期間内の販売を目的とした製品等の生産費用は対象外

です。

5. 事業に掛る自社の人件費（ソフトウェア開発等）は対象外です。

6. 支払いは銀行振り込みのみです。
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４．ものづくり補助金⑰ー未発表

 その他注意点その他注意点その他注意点その他注意点

1. 単価単価単価単価50万円以上の設備投資に関しては、金額の妥当性を証万円以上の設備投資に関しては、金額の妥当性を証万円以上の設備投資に関しては、金額の妥当性を証万円以上の設備投資に関しては、金額の妥当性を証

明する必要があります。相見積もりや随意契約をした理由書明する必要があります。相見積もりや随意契約をした理由書明する必要があります。相見積もりや随意契約をした理由書明する必要があります。相見積もりや随意契約をした理由書

が必要です。が必要です。が必要です。が必要です。

2. 消費税は補助金算定時には入れないでください。

3. 交付後に事業の変更、中止は事務局の許可が必要です。

4. 事業終了後30日以内もしくは実施期間終了後に報告書の提
出が必要です。

5. その後5年間の報告書の提出が必要です。

6. その5年間に補助金で投資した設備を処分する場合は事務局
の許可が必要です。
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４．ものづくり補助金⑱ー未発表

3．．．．審審審審査査査査項項項項目を必目を必目を必目を必ずずずず入れる入れる入れる入れる

（（（（1））））技術面技術面技術面技術面

①-新製品・新技術・新サービスの革新的な開発革新的な開発革新的な開発革新的な開発となっているか？つまり⇒

①-(1)「中小サービス事業者の生産性向上のためのガイドライン」や「特定も
のづくり技術分野-12分野-の高度化」に沿った取り組みであるか？

①-(2) 3～～～～5年計画年計画年計画年計画で付加価値額年率付加価値額年率付加価値額年率付加価値額年率3％、経常利益年率％、経常利益年率％、経常利益年率％、経常利益年率1％以上の向上％以上の向上％以上の向上％以上の向上

を達成する取り組みであるか？

②-(1)開発における課題開発における課題開発における課題開発における課題が明確になっているか？

②-(2)新事業の目標に対する達成度の考え方目標に対する達成度の考え方目標に対する達成度の考え方目標に対する達成度の考え方を明確に設定しているか？

③-(1)課題の解決方法が明確、妥当解決方法が明確、妥当解決方法が明確、妥当解決方法が明確、妥当か？

③-(2)課題の解決方法に優位性解決方法に優位性解決方法に優位性解決方法に優位性があるか？

④-（1）新事業実施のための体制体制体制体制はあるか？

④-（2）新事業実施のための技術力技術力技術力技術力はあるか？
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４．ものづくり補助金⑲ー未発表

（（（（2）事業化面）事業化面）事業化面）事業化面

①-(1)最近の体制（人材、事務処理能力等）や財務体制（人材、事務処理能力等）や財務体制（人材、事務処理能力等）や財務体制（人材、事務処理能力等）や財務状況状況状況状況は新事業を適切に支

援できるか？

①-(2)金融金融金融金融機関からの十分な資金調達機関からの十分な資金調達機関からの十分な資金調達機関からの十分な資金調達が見込まれるか？

②-(1)市場のニーズ市場のニーズ市場のニーズ市場のニーズが考慮されているか？

②-(2)新事業のユーザー、マーケット、市場規模は明確ユーザー、マーケット、市場規模は明確ユーザー、マーケット、市場規模は明確ユーザー、マーケット、市場規模は明確か？

③-(1)新事業が価格的・性能的に優位性価格的・性能的に優位性価格的・性能的に優位性価格的・性能的に優位性を有しているか？

③-(2)さらに収益性収益性収益性収益性を有しているか？

③-(3)事業化の遂行方法は妥当遂行方法は妥当遂行方法は妥当遂行方法は妥当か？

③-(4)事業化のスケジュールは妥当スケジュールは妥当スケジュールは妥当スケジュールは妥当か？

④-（1）付加価値額、経常利益目標の達成のための費用対費用対費用対費用対効果効果効果効果は充分か？

④-（2）3～～～～5年計画年計画年計画年計画で付加価値額年率付加価値額年率付加価値額年率付加価値額年率3％、経常利益年率％、経常利益年率％、経常利益年率％、経常利益年率1％以上の向上％以上の向上％以上の向上％以上の向上を

達成する取り組みであるか？⇒①-（2）とダブります。
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４．ものづくり補助金⑳ー未発表

（（（（3）政策）政策）政策）政策面面面面

①自社自社自社自社のののの競争競争競争競争力強化に力強化に力強化に力強化に繋繋繋繋がる経営資がる経営資がる経営資がる経営資源源源源のののの蓄積蓄積蓄積蓄積（生産（生産（生産（生産設備設備設備設備の改の改の改の改修修修修、増、増、増、増

強による強化）強による強化）強による強化）強による強化）に繋がるか？

②新事業が他他他他の企業のの企業のの企業のの企業のモデルモデルモデルモデル（模（模（模（模範範範範））））となるか？

③-(1)国国国国の方の方の方の方針針針針（賃金上（賃金上（賃金上（賃金上昇昇昇昇に資する取り組み）とに資する取り組み）とに資する取り組み）とに資する取り組み）と整整整整合性合性合性合性があるか？

③-(2)地域経済の支援地域経済の支援地域経済の支援地域経済の支援に繋がるか？

③-(3)地域地域地域地域経済経済経済経済のののの雇雇雇雇用用用用のののの支援支援支援支援に繋がるか？
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４．ものづくり補助金㉑ー未発表

４４４４．書．書．書．書類類類類作成上作成上作成上作成上の注意点の注意点の注意点の注意点

①電子申請①電子申請①電子申請①電子申請

(1)様式1

(2)様式2：5～13 (添付も可能：10ページ以内）

②添付書類②添付書類②添付書類②添付書類

(1)認定支援機関認定支援機関認定支援機関認定支援機関確認書確認書確認書確認書

(2)2期分決算書（BS、PL、製造原価報告書、販管費明細、個別注記表）

(3)加点項目があればその証明書

(4)会社案内（ウェブサイトが無い場合）

(5)機械等の見積書（相見積もり・理由書必要）

(6)その他（賃上げ証明書類等）

③分かり易く記載するー審査委員は素人

④図表や写真を多く使う
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４．ものづくり補助金㉒ー未発表

⑤可能な限り実名入りで（競合、顧客、社員）

⑥計算間違えを注意！特に以下のページに注意！！
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a)基準年の直近期末基準年の直近期末基準年の直近期末基準年の直近期末から

の伸び率を計算する（前年

比ではない）

b)3年間で9％アップなら
OK（毎年3％アップでなく
てOK)

c)四捨五入の四捨五入の四捨五入の四捨五入の9％はダメ％はダメ％はダメ％はダメ

d)図表に下に数字の根拠数字の根拠数字の根拠数字の根拠

を入れるのを忘れないよう

に！！



４．ものづくり補助金㉓ー未発表

7．申請書記載例（4）事業の具体的な内容：目安 A4 10枚分

その1：目安：6‐7ページ

＊具体的な取り組み内容

（（（（1）当社の概要）当社の概要）当社の概要）当社の概要

①当社の沿革

②当社の現状（事業、組織）

③当社の特徴、強み

④当社の課題

（（（（2）新事業の取り組み）新事業の取り組み）新事業の取り組み）新事業の取り組み

①計画した背景

(a)顧客・社会ニーズ＆課題

(b)特定ものづくり技術との関連

②新事業の概要
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③設備の内容：具体的に

④新事業開始時の課題

技術、コスト、納期

⑤課題を解決する方法

当社の強み（ノウハウ等）

競合への優位性

⑥新事業実現のための体制

組織・技術的能力

⑦新事業の成功時の目標

具体的な数字で

⑧実施スケジュール



４．ものづくり補助金㉔ー未発表

7．申請書記載例（4）事業の具体的な内容

その2：目安：3－4ページ

＊将来の展望（成果の内容、期待効果）

（（（（1）新事業を開始後の全社の体制）新事業を開始後の全社の体制）新事業を開始後の全社の体制）新事業を開始後の全社の体制

①社内体制ー製造部門以外の

事務処理能力なども

②社外体制（もしあれば）

③財務状況（資金調達含めて）

（（（（2）市場ニーズと新事業について）市場ニーズと新事業について）市場ニーズと新事業について）市場ニーズと新事業について

①市場状況

②ニーズ、ユーザーの規模

（（（（3）新事業の優位性、収益性）新事業の優位性、収益性）新事業の優位性、収益性）新事業の優位性、収益性

①価格的、性能的優位性

②事業の収益性 copyright©2019 nomoto partners all right reserved

34

（（（（4）事業化から）事業化から）事業化から）事業化から5年後までのスケ年後までのスケ年後までのスケ年後までのスケ

ジュールジュールジュールジュール

①具体的な事業化スケジュール

②事業化後のスケジュール

（（（（5）費用対効果の証明）費用対効果の証明）費用対効果の証明）費用対効果の証明

①売上、利益（付加価値、経常利

益）向上の根拠

（（（（6）地域等への貢献）地域等への貢献）地域等への貢献）地域等への貢献

①他企業の見本となりうる点

②地域経済への貢献

③雇用創出への貢献

④賃金上昇への貢献



４．ものづくり補助金㉕

7．申請書記載例：整理リスト
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1⃣ 会社沿革
・歴史

・会社設立の経緯

2⃣ 現在の組織
・組織図

・文化

・経営理念等

3⃣ 現在の事業
・顧客

・競合

・事業内容

・売上・利益

過去～現状 現在 未来

①顧客層

②提供商品

③特徴・強み

④差別化ポイント

（顧客が得られるメリッ

ト）

⑧新規顧客層

⑨新規商品

⑩新規特徴・強み

⑪新規差別ポイン

ト

⑦投資

内容＋

自社ノウ

ハウ

⑤顧客ニーズ ⑥社内の課題

⑫投資効果

⇒売上計画



４．ものづくり補助金㉖

8．その他ポイント

 過去の成功事例を見て参考にする。以下は東京都中小企業団体中央会の

例

https://www.tokyochuokai.or.jp/flash/1542-2017-12-15-07-53-42.html

 過去の採択された案件の事業計画名一覧を見て参考にする。以下は東京

都中小企業団体中央会の例。

https://www.tokyochuokai.or.jp/sienseido/jyoseijigyou/monozukurihojyokin.html
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４．ものづくり補助金ーFQA①

 中古設備中古設備中古設備中古設備はははは対象対象対象対象にににになりますかなりますかなりますかなりますか？？？？

・中古品は基準となる価格の決定が難しいため基本対象外です。

 リース契約は対象になりますか？リース契約は対象になりますか？リース契約は対象になりますか？リース契約は対象になりますか？

・対象ではありますが、補助金が出るのが対象となる期間のみになります。
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４．ものづくり補助金ーFQA②

 認定支援機関はどのように探せば良いですか？認定支援機関はどのように探せば良いですか？認定支援機関はどのように探せば良いですか？認定支援機関はどのように探せば良いですか？

・普段お付き合いのある金融機関や税理士にご紹介頂くのが良いと思います。

・以下の中小企業庁ウェブサイトでも調べられます。

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kakushin/nintei/kikan.htm

 設備を外注先に導入して生産を委託する場合は対象になりますか？設備を外注先に導入して生産を委託する場合は対象になりますか？設備を外注先に導入して生産を委託する場合は対象になりますか？設備を外注先に導入して生産を委託する場合は対象になりますか？

・自社の生産が必要なので対象になりません。その外注先に申請してもらうこ

とは可能です。

 税務上の処理はどうしたら良いですか？税務上の処理はどうしたら良いですか？税務上の処理はどうしたら良いですか？税務上の処理はどうしたら良いですか？

・圧縮処理が使えますが、タイミング等について税理士ご相談ください。
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４．ものづくり補助金ーまとめ

 採択のためのポイント

①政府の期待（主旨、政策方針）政府の期待（主旨、政策方針）政府の期待（主旨、政策方針）政府の期待（主旨、政策方針）に沿える計画になっている

②明確なストーリー：新製品、新サービス導入のための設備投資新製品、新サービス導入のための設備投資新製品、新サービス導入のための設備投資新製品、新サービス導入のための設備投資

③加点項目加点項目加点項目加点項目がある：小規模事業者小規模事業者小規模事業者小規模事業者、もしくは経営革新計画等経営革新計画等経営革新計画等経営革新計画等

④減点項目がない

⑤認定認定認定認定支援支援支援支援機関が金融機関機関が金融機関機関が金融機関機関が金融機関⇒金融支援の保証照明
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現在の

事業

外部環

境変化

等

課題

解決のた

めの新事

業（新製品、

新サービ

ス）

設備購

入

課題解

決

1．．．．革新性革新性革新性革新性

2．．．．優位性優位性優位性優位性

3．．．．市場性市場性市場性市場性

4．．．．実行可能性実行可能性実行可能性実行可能性

5．．．．収支・採算性収支・採算性収支・採算性収支・採算性



５．その他補助金①

 小規模事業小規模事業小規模事業小規模事業持持持持続的発続的発続的発続的発展展展展支援事業（小規模事業者支援事業（小規模事業者支援事業（小規模事業者支援事業（小規模事業者持持持持続化補助金）続化補助金）続化補助金）続化補助金）

 上上上上限限限限額額額額：：：：50万万万万円円円円 補助率補助率補助率補助率：：：：2/3

 ①①①①一一一一般型般型般型般型

②②②②ビビビビジネジネジネジネススススコミュニティ型コミュニティ型コミュニティ型コミュニティ型（（（（セミナセミナセミナセミナー等で支援をするー等で支援をするー等で支援をするー等で支援をする若手若手若手若手、、、、女女女女性経営者）性経営者）性経営者）性経営者）

 小規模事業者が商工会・商工会議所と一体となって取り組む販路開拓販路開拓販路開拓販路開拓

や生産性向上の取り組みを支援

 対象経費：これまでの実績：機械装置費、広告費、展示会等出展費、旅

費、開発費、資材購入費、雑役務費、借料、専門家謝礼、専門家旅費、

委託費、外注費

 公募開始予定：4月以降

 3年間継続、年間に数回の採択（3～6回）

 加点項目：経営力向上計画、事業承継、給与1.5%増加、最賃+30円

 採択予定件数は年間3.3 万件⇒実績からみると採択率90％？
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５．その他補助金②

 サービス等生産性向上サービス等生産性向上サービス等生産性向上サービス等生産性向上IT導導導導入支援事業（入支援事業（入支援事業（入支援事業（IT導導導導入補助金）入補助金）入補助金）入補助金）

 上上上上下限：下限：下限：下限：30～～～～450万万万万円円円円 補助率補助率補助率補助率：：：：1/2

A類型類型類型類型（（（（2つつつつ以上の以上の以上の以上のプロセプロセプロセプロセス）ス）ス）ス）：：：：30～～～～150万万万万円円円円

B類型類型類型類型（（（（5つつつつ以上の以上の以上の以上のプロセプロセプロセプロセス）ス）ス）ス）：：：：150～～～～450万万万万円円円円

 バックオフィバックオフィバックオフィバックオフィス業ス業ス業ス業務務務務の効率化や新たなの効率化や新たなの効率化や新たなの効率化や新たな顧客獲得顧客獲得顧客獲得顧客獲得にににに繋繋繋繋がるがるがるがるＩＴツＩＴツＩＴツＩＴツーーーールルルルがががが

対象対象対象対象

 補助金ホームページに登録、公開されているITツールが対象

 ハードは対象外

 登録されたIT導入支援事業者（ITベンダー）が申請支援をする

 加点項目：給与1.5%増加、最低賃金＋30円

 通年公募の予定

 公募開始予定：3月以降
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５．その他補助金③

 エネルギエネルギエネルギエネルギー使用合ー使用合ー使用合ー使用合理理理理化等事業者支援事業（化等事業者支援事業（化等事業者支援事業（化等事業者支援事業（エネエネエネエネ合合合合：：：：生産生産生産生産設備設備設備設備））））

 年間予算50億円

 これまでは、生産設備の更新、改修を行う時は工場・事業所単位の

申請でしたが、今年度は設備単位での申請が可能。多分今年のみ。

 購入できる設備は今後ウェブサイトにて公表される。

 公募開始予定：3～4月？

 採択予定：6月？

 補助率：3分の1

 上限額：未発表（例年は3000万円）
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６．補助金まとめ
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ものづくり補助金ものづくり補助金ものづくり補助金ものづくり補助金

小規模事業者持小規模事業者持小規模事業者持小規模事業者持

続化補助金続化補助金続化補助金続化補助金

ＩＴ導入補助金ＩＴ導入補助金ＩＴ導入補助金ＩＴ導入補助金

エネルギー合理エネルギー合理エネルギー合理エネルギー合理

化等入補助金化等入補助金化等入補助金化等入補助金

小規模事業者小規模事業者小規模事業者小規模事業者

ＭＣ、レーザー、ＭＣ、レーザー、ＭＣ、レーザー、ＭＣ、レーザー、

射出成型機購入射出成型機購入射出成型機購入射出成型機購入

業務効率化業務効率化業務効率化業務効率化

既成ソフト導入既成ソフト導入既成ソフト導入既成ソフト導入

小規模事業者小規模事業者小規模事業者小規模事業者

販促・販路開拓販促・販路開拓販促・販路開拓販促・販路開拓

新商品・新サービ新商品・新サービ新商品・新サービ新商品・新サービ

ス開発設備導入ス開発設備導入ス開発設備導入ス開発設備導入

①経営革新計画①経営革新計画①経営革新計画①経営革新計画

②事業継続力強化②事業継続力強化②事業継続力強化②事業継続力強化

計画計画計画計画

経営力向上計画経営力向上計画経営力向上計画経営力向上計画



７．弊社支援内容①

 支援内容

①事業計画申請書作成

②採択決定後の支援

例：①交付申請用書類作成から補助金支払いまで

②交付申請用書類作成から5年間の実績報告書類作成まで

＊＊＊＊採択後は採択後は採択後は採択後は各各各各都道府県事都道府県事都道府県事都道府県事務局務局務局務局かかかからららら担当者が付き、書担当者が付き、書担当者が付き、書担当者が付き、書類類類類作成方法を指作成方法を指作成方法を指作成方法を指

導導導導してくれます。してくれます。してくれます。してくれます。

＊＊＊＊事事事事務局務局務局務局との対との対との対との対応応応応は全て事業者様になります（規は全て事業者様になります（規は全て事業者様になります（規は全て事業者様になります（規則則則則により）。により）。により）。により）。

③認定支援機関のご紹介

④経営革新計画作成等の申請支援

＊認定支援機関

御社と共に事務局等とに対応してくれるパートナーです。

通常は金融機関、税理士事務所が行います。
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７．弊社支援内容②

 支援スケジュール

①資料の説明及び支援の決定

②インタビュー第1回目（約2時間）

③インタビュー第2回目（約1時間）

④計画書作成

⑤御社にて認定支援機関への確認

⑥御社での電子申請支援
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７．弊社支援内容③

 インタビューの流れ

以下の流れでインタビューさせて頂きます。

①御社の成り立ち

②御社を取り巻く環境ー競合の状態を含む

③御社の現状（事業、財務、組織）

④御社の事業内容と強み、弱み

⑤御社の事業の方向性

⑥今回の新事業のための設備投資等の内容とその効果

⑦御社の将来の計画（最低5年間）

この流れのインタビューの中で必要な全ポイントをお聞きしていきます。
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７．弊社支援内容④

 事前に見せて頂きたい資料

①決算書2期分（BS、PL、製造原価報告書、販管費明細、個別注記）

②履歴事項全部証明書（謄本）

③会社パンフレット

④購入予定設備のパンフレット

⑤同上の見積書（相見積もりもあれば）

⑥組織図

⑦過去の補助金申請書や経営改革計画

⑧その他御社の説明に必要と思われる資料
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７．弊社支援内容⑤

 支援の手数料


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８．質疑応答

 ご不明な点があれば何でもお聞きください。
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ご清聴ありがとうございました
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